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湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会における湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会における

滋賀県土木交通部滋賀県土木交通部 河港課・流域治水政策室河港課・流域治水政策室

広域避難の検討について広域避難の検討について

姉川・高時川浸水想定区域図（平成１９年６月８日指定）

現状および問題点①
姉川・高時川の破堤パターンによっては、町内の避難所のほとん
どが水没する

現状および問題点②
市町職員の経験不足、人手不足、さらには県が提供する防災情報
と経験的に危険とされている水位とに差異があることなどから、避
難勧告を出す判断が非常に難しい

高時川

姉 川

琵琶湖

虎姫町
（人口約5,800人 面積9.45k㎡）

対象洪水：N=1/100 ２日雨量440mm

平常時 Ｈ１８．６．５ 合流点 Ｈ１８．７．１９ ７：３０

現実、平成１８年７月には・・・

難波橋水位観測所（淀川水系姉川）
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7/18 20:15
洪水注意報

7/19 2:20
洪水警報

危険水位

警戒水位

錦織橋水位観測所（淀川水系高時川）
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7/18 19:55
水防警報（準備）

7/19 5:30
水防警報（出動）

7/19 7:20
高時川洪水注意報（切替）

7/19 2:00
高時川洪水警報

（３時間後の予測水位が一気に危険
水位まで上昇）

避難勧告対象市町村：長浜市、虎姫町、湖北町

危険水位

警戒水位

（参考）全国における土砂災害警戒情報を活用した
避難勧告の発令状況

◆土砂災害が発生する前に避難勧告を発令している市町村は、わずかである。

◆また、土砂災害警戒情報が発表された後に、避難勧告を発令している市町村は少ない。

◆土砂災害警戒情報が発表されたら、避難勧告を発令するよう地域防災計画に明記することが必要。

【調査対象】平成１９年梅雨前線豪雨及び台風第４号、
５号、９号、１１号により人的・家屋被害が
発生した８４箇所（平成19年11月22日現在）

（国土交通省砂防部調査）

④避難勧告無く、
避難もせず

６６％（５５箇所）

①災害発生前に避難勧告発令
４％（３箇所）

②災害発生後に避難勧告発令
６％（５箇所）

③災害発生前に自主避難
８％（７箇所）

③災害発生後に自主避難
１４％（１２箇所）

③自主避難（避難時刻不明）
２％（２箇所）

災害発生前の避難勧告発令
はわずか４％
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（市町村数） （複数回答あり）

【調査対象】：平成19年梅雨前線豪雨及び台風4号、台風5号、台
風9号、台風11号により土砂災害警戒情報が発表され
た延べ４６１市町村

（国土交通省砂防部調査）

土砂災害警戒情報の発表を受けた市町村の対応土砂災害発生前の避難勧告等の発令状況

避難勧告の発令
判断が難しい

解決しなければならない課題解決しなければならない課題

①市町が避難勧告をするにあたって、発令の判断を
しやすいようにすること

（避難勧告をしやすくする）

②市町界を超えた避難所、避難ルート、的確な災害
時要援護者支援ができるようにすること

（市町界を超えた避難）

市町界を超えた広域的な避難が必要市町界を超えた広域的な避難が必要
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（参考）県が提供している
河川水位情報

湖北圏域
水害・土砂災害に強い地域づくり協議会を発足

■湖北２市６町、国、学識経験者、県関係各課で組織
■構成

協議会（副市町長、京大防災研、琵琶湖河川事務所
長 、県関係各課長）

実行委員会議（関係機関の担当者レベル）

■協議経過（平成19年度）
協議会 ２回（H19年11月1日、H20年3月25日）
実行委員会議 ６回（H19年6月1日、8月31日、11月1日
１2月19日、H20年1月21日、2月18日）

協議会での技術的提案（協議会での技術的提案（1919年度の成果）年度の成果）

■課題①（避難勧告をしやすくする）■課題①（避難勧告をしやすくする）

★避難勧告判断のための支援資料★避難勧告判断のための支援資料

・きめ細かい河川防災情報の提供（水位観測・きめ細かい河川防災情報の提供（水位観測
所がない要注目箇所の水位の相関表）所がない要注目箇所の水位の相関表）

・破堤パターンごとの浸水の広がり、利用能な・破堤パターンごとの浸水の広がり、利用能な
避難所の位置確認避難所の位置確認

■課題②（市町界を超えた避難）■課題②（市町界を超えた避難）
★各市町の避難所を相互利用できる協定★各市町の避難所を相互利用できる協定

★長浜ドームを広域避難所として利用★長浜ドームを広域避難所として利用

★北陸自動車道（バス停、ＰＡ）の活用を要望★北陸自動車道（バス停、ＰＡ）の活用を要望
 

 

 

 

各危険箇所の水位は、近
傍水位局と関連性を持た
せる（水位換算表の作成）

きめ細かい河川防災情報の提供

10 分後 

1 時間後 

3 時間後 

6 時間後 

凡例
　　　　　　　    0～0.5
　　　　　　　　0.5～1.0
　　　　　　　　1.0～2.0
　　　　　　　　2.0～3.0
　　　　　　　　3.0～4.0
　　　　　　　　4.0～5.0
　　　　　　　　5.0～999
　              破堤点

はん濫情報の提供

姉川

高時川

越流による浸水

越流による浸水

越流による浸水

越流による浸水

破堤箇所

避難所

姉川5.4k右岸

長浜市 全避難所数＝36 収容可能人数＝24673

ケース名 姉川左岸 1.0ｋ 姉川右岸 5.4ｋ 高時川左岸 4.0k 高時川右岸12.6ｋ

①有効避難所数 28 29 29 30

②収容可能人数 20,136 20,286 20,286 20,878

③要避難人口 24,690 23,590 25,102 24,307

④　②－③ -4,554 -3,304 -4,816 -3,429

虎姫町 全避難所数＝25 収容可能人数＝3330

ケース名 姉川左岸 1.0ｋ 姉川右岸 5.4ｋ 高時川左岸 4.0k 高時川右岸12.6ｋ

①有効避難所数 3 2 6 3

②収容可能人数 310 230 580 310

③要避難人口 3,666 4,080 3,644 3,663

④　②－③ -3,356 -3,850 -3,064 -3,353

湖北町 全避難所数＝51 収容可能人数＝12222

ケース名 姉川左岸 1.0ｋ 姉川右岸 5.4ｋ 高時川左岸 4.0k 高時川右岸12.6ｋ

①有効避難所数 38 39 39 19

②収容可能人数 9,329 9,442 9,442 6,590

③要避難人口 1,801 1,783 1,701 4,700

④　②－③ 7,528 7,659 7,741 1,890

避難人口の過不足数 -381 505 -139 -4,891

評価 × △ × ×

避難所情報の提供
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約10km

面 積：１０，２００㎡
アリーナ： ８，８８０㎡
観 客 席： １，７６２席

長浜ドーム

県立長浜ドームの避難所利用

虎姫町洪水ハザードマップより

ハザードマップへの記載

災害時応援協定
（隣接市町の避難所活用）

長浜ドームへの避難

米原BS

神田BS１

１

１

浅井虎姫BS

湖北BS

北陸高月BS

長浜BS１

１

１

　(1)緊急乗り入れ
　(2)バス停車場新設

雪氷用監視カメラ

４

３

２

避難者搬送

難波橋水

位観測所

民間企業等との協力体制の確立

バス停への階段

隣接する町道

北陸自動車道

活用方策(案)
①バス停車場の一時避難所活用
②PAやSAの避難所活用

③自動車道本線への緊急乗入れ
④雪氷用監視カメラの洪水時活用

ＰＡ

ＳＡ

活用事例
・静岡県 基本協定

（ＳＡ内施設の提供）
・中央自動車道

（緊急車両用出入口の設置）

現時点での評価および今後の展望現時点での評価および今後の展望

広域避難につながる河川防災情報の提供広域避難につながる河川防災情報の提供

京都大学防災研究推進特別事業との連携京都大学防災研究推進特別事業との連携

ＷＧによる避難行動計画シナリオ（案）の検討ＷＧによる避難行動計画シナリオ（案）の検討

実際の避難行動につなげ、人々の命を守る！

広域避難ワーキング（H20.10.22）

【新たな課題】
・要援護者施設への情報伝達方法の確立
・要援護者の搬送能力の確保
・要援護者の受入先の確保

【新たに参加】
町の福祉担当、町社会福祉協議会
災害時要援護者施設


